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事業開発の要諦─「製品を造るから事業を創る」への転換

Ⅰ	 事業開発におけるICT基盤の重要性

事業開発は、製品だけでなくオペレーショ
ンやサービスを組み合わせて価値を提供する
ため、顧客ニーズを理解しておく必要があ
る。その際、顧客と自社との接点を統合した
顧客情報など、顧客の業務に踏みこんで理解
しておく。また、顧客の業務や機器の運用ま
で踏み込んで理解するためには、顧客に導入
されている機器の稼働情報を分析し、オペレ
ーションの効率性を高めるのがよい。

このように、製品の供給だけではなく、資
産の最適化、運用支援などの顧客の業務プロ
セス構築を支援する価値を、本論文ではプロ
セス価値と呼ぶ。プロセス価値を提供するに
はICTが不可欠となる。

なぜならば、事業開発はM2M（Machine 
to Machine）により機械の稼働状況を監視
したり、情報を一元管理したりすることによ
り顧客への理解を深め、製品やソフトウエ
ア、サービスなどを組み合わせることで創り
上げるものだからである。

製品やソフトウエア、サービスなどの要素
を結びつけるためには、顧客がどのような悩
み、課題を抱えているかを、深く理解してお
くことが求められる。理解した上で顧客と接
する中で獲得できる情報を統合的に管理し、
解決方法について仮説を立て、顧客接点で検
証していく仕組みを作る。その際、顧客の事
業について要件定義ができるICT部隊が必要
となる。顧客の声や機械の稼働情報を収集・
分析する仕組みを、ICT基盤として構築する
のである。

Ⅱ	 先進事例

先 進 事 例 と し て は、 ① コ マ ツ のKOM-
TRAXとICT建機、②GEのインダストリア
ル・インターネット、③日立製作所による
ICT基盤を使った事業展開などがある。

1	 コマツのKOMTRAXとICT建機
（1） KOMTRAXの導入経緯

コマツはKOMTRAXにおいて、「建機を売
る」ビジネスモデルから「建機のモニタリン
グを行い、位置、稼働情報などのデータを使
って保守による囲い込み、保守効率を向上さ
せる」といった事業開発への転換を実現して
いる。

1990年代末、自動車市場でカーナビゲーシ
ョンが台頭し、GPS（全地球測位システム）
技術の民間利用が進んだ。この技術の進化を
捉え、当時の技術本部によって発案されたの
がKOMTRAXである。当初はシーズベース
での開発であったため、ニーズとのマッチが
なく頓挫しかけていたが、その後、当時のビ
ッグレンタル（現・コマツレンタル）社長が
その可能性を見いだし、活用を始めたことが
発端となった。

坂根社長（当時）の指示の下、顧客から見
た価値が分かりにくく、単なる追加コストで
しかなかったKOMTRAXについて、経営企
画部門が中心になって価値に関して検討がな
された。その結果、坂根社長は「位置とメー
ターが分かるだけでもコマツのサービスは大
きく変わる」という判断を下し、コマツが費
用を負担することによるKOMTRAX標準搭
載（国内）が決定された。

国内での導入を始めた当初は、搭載台数と
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飛躍的に向上させられるだけではなく、顧客
自身が「ビジネスの可視化を支援する武器」
として利用でき、同社のブランド価値向上に
貢献している。

データマイニングに対しては、大型機械に
関するさらにきめ細かいデータを収集する
KOMTRAX PLUSを開発している。また、
大型ダンプトラックの無人運転を実現して、
鉱山会社とオペレーションに対するKPI（重
要業績評価指標）を共有しながら鉱山運営の
一角を担うなど、顧客にとって高いレベルで
の運営サポートを行おうとしている。このよ
うに、同社はさまざまなICTの活用を進め、
多くのデータを収集・分析することによっ
て、組織一元的に高い次元での提供価値実現
を目指している。

同社がKOMTRAXを実現できたのには、
坂根社長（当時）の強いリーダーシップは

もちろんのこと、同社が持つ組織・文化が大
きく影響している。同社にはQC（品質管
理）を重視するDNAがあり、FACT（デー
タ）に基づいて事業に関する判断、さらには
経営判断を行おうとする風土があった。
KOMTRAXから上がってくる機械稼働情報
は、市場での機械の動きをFACTとして捉え
られ、全部門で活用されることとなる。

こうしたDNAは、コマツグループすべて
の社員が永続的に継承すべき価値観である

「コマツウェイ」の中にブランドマネジメン
トとしてうたわれている。同社のブランドマ
ネジメントは、マーケティングの上位概念と
していかに顧客に「コマツをなくてはならな
い存在として感じてもらえるか」を重要な目
標としている。その考えに基づき、顧客とと
もに生きる存在になるため、同社はKOM-

搭載機種が少ないこともあって「データが取
れない機械の方が多いのに、仕事のやり方は
変えたくない」といった反発も多く、データ
の活用はなかなか進まなかった。

しかし2004年に中国でのKOMTRAX導入
が始まると、その価値は大きく開花した。当
時、中国市場は代理店体制を整備したばかり
で、システムが全く整っていなかった。その
ため、KOMTRAXによって機械を管理で
き、システマティックに稼働データが取得で
きることには大きな意義があり、中国での本
格的な活用が始まった。その後、中国事業に
おいては、債権の不払い顧客に対して、
KOMTRAXのロック機能により遠隔操作で
建設機械の作動を止めることによる代金回収
や、建機稼働情報で仕事の有無を確認するこ
とによる返済リスク管理など、新しいデータ
活用もなされていった。

翌05年 に は、 グ ロ ー バ ル 規 模 でKOM-
TRAXを展開するためにKOMTRAX推進室
を開設。06年から本格的なグローバル展開が
始まった。推進室はマーケティング本部の一
機能としてスタートしたが、その後、12年に
マーケティング本部から独立してICT事業本
部となり、機能強化された。また、推進室は
KOMTRAXのプロモーションを行うことが
主なミッションであったが、その後、販売・
サービスだけでなく、開発、生産での活用ニ
ーズも集約し、活用側の考える事業構想から
逆算したシーズの検討、それに基づくサーバ
ー開発部門への開発要件の整理を行うなど、
ビジネスモデル全体を企画開発する部隊へと
発展していった。

KOMTRAXは、機械の稼働状況を常時把
握することで、顧客に対する保守サービスを
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（2） ICT建機による情報化施工

コマツは、さらなる高付加価値型の事業開
発を実現するため、ICT建機での情報化施
工、ICT建機を核にしたソリューションビジ
ネス「スマートコンストラクション」（スマ
コン）を推進している。

スマコンの基本思想は、建設業界の顧客が
抱えている二つの課題を解決することにあ
る。それは①建設現場の安全性、②熟練オペ
レーターの不足で、世界共通の課題である。
たとえば①の建設現場の安全性をいかに高め
るかということは、先進国でも新興国でも同
じニーズが存在している。建機の事故、機械
の周囲にいる補助作業員を巻き込む事故の撲
滅は、最優先課題である。さらに、②の熟練

TRAXを戦略的ツールとしてサービスの提
供価値を昇華していくことに成功していっ
た。

KOMTRAXによって現場機械稼働の可視
化を実現したことで、同社は市場動向に敏感
な体質を強化し続けている。さらに代理店に
関しては、業務の効率化、サービス品質の向
上を成功させ、顧客に対しては稼働状況の可
視化により、稼働率向上、オペレーションコ
スト削減などのための情報を提供している。
同社はICTを活用することで、常に顧客の業
務プロセス効率化、生産性向上を実現し、組
織的に顧客関係性の強化を進めているのであ
る（図 1 ）。

図1　顧客とコマツグループの関係性相関チャート
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を把握できるようになる。熟練オペレーター
でなければできないといわれていた複雑な形
状の高速道路の法面作業や溝掘削工事など
が、ICT建機による情報化施工の活用で、安
全性を担保しながら熟練ではないオペレータ
ーでも可能となる。つまり、作業効率と施工
精度の革新的な向上が期待できるのである。

また、ICT建機を活用することにより、工
事において発生する「丁張り」（建築工事を
行う前、建物の正確な位置を出す作業）など
の付帯作業も不要になる。丁張りの間、機械
は止まることになり、またこれらの付帯作業
は機械の周辺で行われることもあるため、効
率の面でも安全性の面でも課題があった。
ICT建機による情報化施工はこうした付帯作
業を最小化し、工事の安全性を飛躍的に高め
ている。

さらに、同社が提供するICT建機は、機械
施工の生産性を飛躍的に高める。たとえばブ
ルドーザーは大型工事では圧倒的な生産性を
持つ機械であるが、油圧ショベル、グレーダ
ーなどと比べて操作が難しく、一人前のオペ
レーターになるのに通常 3 年の経験が必要と
される。そのため、他の機械ほどオペレータ
ーがいないというのが実状である。そこで、
コマツのICTブルドーザーは熟練オペレータ
ーでなくても操作可能にした。なぜならば、
コマツのICTブルドーザーは、粗掘削から整
地まで一連の作業をすべて自動で制御する世
界初の機能を搭載したからである。オペレー
ターはブレード操作を機械に任せて、機械の
前進・後進の操作をするだけで高精度な仕上
げ作業までできるようになった。結果とし
て、ブルドーザー施工の飛躍的な生産性向上
が可能になった。

オペレーターの不足は、世界規模で大きな課
題となっている。東北地方の復興需要や東京
五輪特需で建設需要が盛り上がる日本はもち
ろんのこと、その他先進国でもオペレーター
が不足している。新興国市場では、インフラ
などの建設需要が先進国よりも旺盛であり、
先進国にも増して慢性的に建機のオペレータ
ー、特に熟練オペレーターは圧倒的に足りて
いない。大きい建機を使えるオペレーターの
育成も追いついていない状況だ。

そこで同社は、この建設業界における世界
共通の課題に対して、どのようにしたら解決
できるか検討を重ね、「機械の自動化で機械
施工の効率を上げるだけでは課題解決になら
ない」点に気づいた。建設工事の調査、設
計、施工、監督、検査、維持管理という生産
工程において、GNSS（汎地球測位航法衛星
システム）、無線LAN、インターネット、パ
ソコンなどのICT機器を使って、各工程から
情報を収集すると同時に、それぞれの情報を
つないで高効率・高精度の施工を行う、生産
工程全体の生産性の向上や品質の確保などを
図るシステムの構築を実現しようとしてい
る。

このシステムの核となるのが同社のICT建
機である。

たとえば、ブルドーザーのブレード（排土
板）を、GNSSを利用して自動制御すること
で、オペレーターの操作を簡素化できるとい
う。施工した排土板の軌跡やブルドーザーの
履帯の位置がGNSSで分かっているというこ
とは、施工後の地形（出来形）の情報を機械
から取ることも可能となる。

これによって、建設会社では3D図面と施
工後の現況地形を比べれば、工事の進捗状況
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の「飛行効率を高める予測モデルの作成」
「GEの機体に搭載する飛行管理システムの開
発」を目指している。

また、同社によると、ヘルスケア業界にお
いては業務非効率に伴い、年間7500億～1.2
兆ドルの無駄が発生しているとの試算があ
る。この無駄を削減するため、病院関係者が
より多くの時間を患者に充てられるよう、

「入院・治療・退院プロセスの改善」「業務管
理の質を高める患者向けのアプリケーション
の設計」を進めようとしている。

航空やヘルスケア以外にも、同社はエネル
ギーや運輸、製造業などを対象にソリューシ
ョンを作り上げようとしている。いずれも自
社の機器の効率改善ではなく、機器を使う顧
客にベネフィットを提供するためのソリュー
ション開発が重視されている。

同社のインダストリアル・インターネット
の推進は、①自前主義からの脱却、②トップ
主導の事業開発、③ICT部門の強化、による
ところが大きい。①自前主義からの脱却とし
て、同社は「機械の開発者と、集めたデータ
をうまく解析できる人材（いわゆるデータサ
イエンティスト）が新しいアイデアや観点、
分析に関するアプローチを生み出すことが重
要」とし、アイデアを公募している。実際、
前述した航空のテーマは「Flight Quest」と
してWebサイトで公開され、よいアイデア
には合計100万ドルの報酬と、システム開発
における各種支援を提供するとしている。こ
れはヘルスケアについても同様で、「Hospital 
Quest」というテーマで公開され、よいアイ
デアには合計10万ドルの報酬とアプリケーシ
ョン開発における支援が提供される。さら
に、ビッグデータの解析に強いKaggle（カ

このように、ICT建機から得られる情報・
作業記録を活用することにより、施工精度・
品質も向上し、検査情報も得られるなど、施
工側の作業も軽減され、発注者と受注者の間
で、計り知れないメリットができた。

2	 GEのインダストリアル・
	 インターネット

GEはICTを活用してデータを徹底分析す
ることによって事業開発を進めている。

かつて同社は、GEキャピタルによる金融
事業で大きな事業収益を挙げていた。しかし
ながらリーマンショック後、その事業収益の
ボラティリティの高さから金融事業への依存
度を急速に下げ、製造業に再びフォーカスし
ている。

同社は、2012年11月にICTを活用した生産
性向上、コスト削減を支援する産業サービス
として「インダストリアル・インターネッ
ト」の概念を打ち出した。一般にICTの活用
で想定される「システムからの業務効率化の
アプローチ」ではなく、「M2Mに人の判断や
アクションを掛け合わせるアプローチ」で、
顧客の生産性向上、コスト削減に資するサー
ビスの提供を全社的に展開している。その効
果は25年までに世界経済の約半分に当たる業
種（生産高82兆ドル）に適用され、30年に
5.3兆ドルの付加価値をもたらすと発表した。
それによって、インダストリアル・インター
ネットの知名度は一挙に上がった。

たとえば航空業界では、国際航空運送協会
の推定によれば、飛行機の遅延や燃料消費、
飛行ルートの制約によって、18.2％の非効率
が生じているといわれている。そこで同社
は、目的地へ安全かつ遅延なく到着するため
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アーキテクチャである「データレイク」を展
開している。Pivotalは米国のストレージソ
リューション大手であるEMCとVM wareが
共同設立したクラウド型データ分析企業であ
る。
「データレイク」によって、インダストリア
ル・インターネットにつながった航空機エン
ジンや、発電機などのハードウエアから収集
する膨大な情報を格納・管理し、さらにそこ
から得られる洞察結果によってさまざまなオ
ペレーションの向上を提供しようとしてい
る。

たとえば航空分野においては、300万回を
超えるフライトを追跡し、340TB（テラバイ
ト）分のフライトデータを産業用データレイ
クに格納している。このように莫大なデータ
を分析する産業用データレイクは、データ・
ウエアハウス型の従来手法に比べ、分析処理
速度を2000倍も向上させるにもかかわらず、
分析コストは10分の 1 に削減できるという。
さらに、従来なら 1 カ月かかっていた複雑な
タスクも、わずか20分で高速処理することが
可能になるとしている。

GEソフトウエアの責任者ビル・ルーによ
ると、既存ツールでは十分な分析ができてい
なかったため、ビッグデータを活かしたオペ
レーションの改善までは行えていなかったと
いう。また、コンピュータ・サイエンティス
トで、航空機エンジンメーカーGEアビエー
ションのCTOであるデイブ・バートレット
は、「産業用データレイクは企業にとって将
来の課題を予測し、機器や設備をより効率
的・持続的かつ高収益なかたちで運用するの
に有用だ」と発言している。このほか、イン
フラ機器メーカーであるGEが、顧客に提供

グル）などと協力関係を構築することで、テ
ーマに合うソリューションの実現に向けた具
体的な推進を行っている。

②トップ主導の事業開発についての取り組
みとしては、インダストリアル・インターネ
ットに関する活動のレポートラインを全社
CEOに寄せている。インダストリアル・イ
ンターネットの実務は、GE本体にいるグロ
ーバルリサーチセンター（GRC）の研究員
が主体となり、事業部門にいる研究者と協力
しながら検討を進めているが、その結果は部
門 のCEOで は な く、GRCを 経 由 し て 全 社
CEOに報告される体制が整えられている。

事業部門ごとにレポートラインを作った場
合、短期的に成果の出ないソリューション
は、得てして予算がつかないという結果にな
りやすい。それを全社CEOがレポートライ
ンを持ち、インダストリアル・インターネッ
トに強くコミットすることで、複雑かつ大規
模な組織においてもトップダウンを利かせる
ことができるようにしている。

③ICT部門の強化として、同社はグローバ
ルソフトウエアセンターの人員を拡大してい
る。インダストリアル・インターネットを展
開するには、蓄積されたデータの解析・活用
が重要なため、データ解析ができる人員の増
強が不可欠である。同社はインダストリア
ル・インターネットを打ち立てる以前の11年
11月より、新たなグローバルソフトウエアセ
ンターを稼働し、その際、400人のソフトウ
エアエンジニアを雇い入れている。また、ハ
イテク企業からデータサイエンティストをス
カウトし、独自の教育プログラムを使って社
員の育成を行っている。

GEと米国Pivotalは初の産業用データ格納
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業、情報通信から成る社会イノベーション事
業とすると宣言した。同事業の1つの指標と
なるサービス売上高比率も「2015中期経営計
画」の中で30％（12年）から40％超（15年）
とし、さらには18年度までの中期経営計画で
50％超まで高めようとしている。

たとえば鉄道システム事業においては、12
年に英国運輸省からIEP（都市間高速鉄道計
画）の車両リースおよび保守サービスを受注
し、ほぼ同時期に運行管理システムのプロト
タイプも受注している。また13年には、ベト
ナム・ホーチミン市にて車両、信号・通信シ
ステム、受変電設備などを一括受注する成果
を出している。

こういった、顧客の業務を支えるプロセス
価値を提供する社会イノベーション事業を推
進するに当たっては、複数事業の接続を行う
制御技術を担う人材の存在が大きい。

サービス事業の比率を高めるため、同社は
16年 4 月に大きな組織再編を行った。具体的
には、顧客との「協創」を加速するフロント
機能を強化する事業体制を構築するため、製
品軸でのカンパニーを再編し、①フロントビ
ジネスユニット、②サービス＆プラットフォ
ームビジネスユニット、③インダストリアル
プロダクツビジネスユニットの 3 つを構築し
た（図 2 ）。

①フロントビジネスユニットは、顧客のそ
ばで顧客のニーズを分析し、サービス事
業を中心として事業提供する。

②サービス＆プラットフォームビジネスユ
ニットは、社内各部門に分散していた
AI（人工知能）、アナリティックス、セ
キュリティ、ロボティックス、制御技術
をはじめとした高度なサービス事業を提

する保守サービスを向上させる上でも有益で
あり、これにより同社はさらなる高い収益率
を実現することができる。

既に25の航空会社が、彼らが所有する航空
機をよりよく維持・管理するために、GEと
Pivotalのデータレイクにデータを送信して
いる。この強力なシステムによって、整備士
はより的確な性能異常分析をできるようにな
る。たとえば、航空機エンジンが通常より高
温を報告した場合、エンジンの機種や使用年
数、整備実績、その他の多くの要素に基づい
て、データレイクからインサイトを模索し、
即座に過去の類似案件を見つけ出すことによ
って対応策を打つことができる。

この産業用データレイクは、GEの産業用
ソフトウエア・プラットフォームPredixや、
オープンソースのApache Hadoopのような
大規模な並列処理アーキテクチャシステムと
連動している。

そして、インダストリアル・インターネッ
トが実現するオペレーショナルテクノロジー
によってもたらされる効用は、その領域を航
空、電力、医療、鉄道、石油とガスなどの業
界に広げている。

同社の公開資料によると、インダストリア
ル・インターネットによって、航空機エンジ
ンの燃料消費や長距離貨物列車の運行システ
ム、火力発電の燃焼効率をわずか 1 ％改善す
るだけで年間およそ200億ドルの利益を生み
出すことになるとしている。

3	 日立製作所による
	 ICT基盤を使った事業展開

日立製作所は、2009年より事業の中心的ド
メインを電力や情報通信、交通、環境・産
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また、そのため、AIやロボティックス、
分析技術など同社が持つICTの技術を集結
し、サービス＆プラットフォームビジネスユ
ニットに束ねている。同社がこのような大き
な組織再編をしたことは、プロセス価値を強
化するために「顧客の業務の理解」と「社内
に拡散しているICTの集結」が必要と考えた
ことに由来している。このような大胆な提供
価値の転換と組織再編は、いまだに製品事業
中心のビジネスモデルや自前主義から抜け出
せないでいる多くの日本企業にとって、大変

供するために必要不可欠であるテクノロ
ジーを束ねる。

③インダストリアルプロダクツビジネスユ
ニットは、グローバルに強い競争力のあ
る製品や、部品、材料などを顧客やフロ
ントビジネスユニットに提供する。

同社のこの再編は、製品中心の提供から、
ICTを活かしたデータ解析による顧客のオペ
レーション改善、保守サービスといったプロ
セス価値の提供へと舵を切ったことを示して
いる。

図2　2016年4月の日立製作所組織再編
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機能も重要なICT基盤である。なぜならば、
顧客の業務を理解できなければICTで解決す
るための要件定義ができないからである。

しかしながら、代理店経由で製品販売をし
てきた上に製品も売り切りであった場合、顧
客の業務を理解できている人材は極めて限ら
れるであろう。その場合、商流は代理店を経
由するにしても、市場創造は製造業者が顧客
と直接接点を持ちながら進めていくことが必
要となる。これにより、代理店に対する売り
切り事業から、代理店とともに顧客接点でプ
ロセス価値をいかに実現するかという視点に
変わっていく。このような人材を育成・登用
したり、機能を構築していったりするには、
事業部門にいる人材の経験と、当人のやる気
も含めた人材の棚卸しを常に進めていかなけ
ればならない。いかにこうした人材を増やし
ていくかも、重要なポイントになる。

その有効な方法の一つとして、営業やマー
ケティングといったフロント部門を顧客業種
別に分けていくことが挙げられる。これによ
り、営業部門による製品中心から顧客軸での
課題の把握、さらに、マーケティング部門に
よる顧客軸でのプロセス価値の構築が行いや
すくなる。さらにはターゲットとする業界に
対するソリューションを展開しているSI事業
者やターゲット業界の出身者から人材を獲得
することも有効である。獲得した外部人材の
下に内部の優秀な人材を配置することで、同
時に内部人材の育成もできる。

2	 ICT技術者の可視化と組織化
前述したように、日本の製造業においては

制御技術者やソフトウエア技術などICTの技
術者がハードウエアの技術者の影に隠れがち

示唆に富んだものである。

Ⅲ	 ICT基盤の構築に向けて

ICT基盤を構築していくには、事業とICT
の両方を理解し、事業の要件を定義しつつ進
行していくことができる人材が必要となる。

現在の日本企業に不足しているのは、まさ
にそこである。事業のニーズを理解し、それ
を実現するためにICTの基盤に具体化できる
人材が求められている。

日本の製造業において、ICT技術者は情報
システム部門に所属しているが、彼らが事業
の要件を理解できているとは限らない。事業
の要件を理解できる人材の多くは、当然のこ
とながら事業部門に所属している。たとえ
ば、製造業が作るハードウエアの多くは何ら
かの制御機能をもって制御されており、ハー
ドウエアの開発部門には制御技術者が存在し
ている。こういった技術者はハードウエアと
密接不可分であるため、表にはなかなか出て
こないという問題がある。

こうした状況を脱し、日本企業が事業開発
に必要となるICT基盤を構築する際のポイン
トとしては、①顧客の業務を理解できる機能
の構築、②ICT技術者の可視化と組織化、③
事業の要件定義ができるICT技術者の育成、
がある。

1	 顧客の業務を理解できる
	 機能の構築

過去、日本の製造業は製品中心で販売をし
てきたが、事業開発でプロセス価値を実現す
るためには、顧客の業務や業務が抱えている
問題点を理解しなければならない。こうした
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題として相談されることが多い。なぜ、日本
にはこうした人材が育たないのだろうか。そ
の最大の理由は、日本の情報システム部門が
基幹システムの開発などに多くの時間を費や
しており、事業のビジネスモデルをどう変革
していくかという事業の方向性についての議
論に早い段階から参画することは少ないから
である。昨今、IoT（Internet of Things：モ
ノのインターネット）により、製品売り切り
ではなく、運用やサービスも含めてビジネス
モデルを大きく変えたいという経営者の意向
が強くなるに伴い、情報システム部門への期
待値が大きく変わり、何から着手すべきか戸
惑っている情報システム部門も多い。

現状を変えていくためには、情報システム
部門と事業部門との距離を一気に縮めていく
ことが求められる。たとえば、前述したICT
技術者の可視化と組織化で触れたように、人
材のローテーションにより、事業、ICT双方
を理解している人材を増やしていく方法があ
る。しかしながら、ローテーションだけでは
十分ではなく、どのような経験をさせて人材
を育成するのかをより具体化することが大事
である。顧客が抱えている課題とそれを解決
するためにどのようなプロセス価値を提供し
なければならないのかを示し、さらに、それ
を実現する手段として、ICT基盤を構築する
プロジェクトに参画させていく。こうして、
ビジネスモデルとプロセス価値実現に求めら
れるICTを一連の流れで議論し、ICT基盤を
構築することで、事業とICT両方を結び付け
ていける人材を育成するのである。

このように、事業開発におけるプロセス価
値実現とICTは一体で語られるべきであり、
IoTのような技術自体が目的化されてはなら

である。彼らの所在を明確にするためには、
人事部門、技術開発部門などが連携して、事
業部門に隠れている人材の可視化を進めなけ
ればならない。

本社部門がそういった動きをすると、やや
もすると事業部門から警戒感を持たれるかも
しれない。なぜならば、人材を可視化すると
いうことは、優秀なICT技術者にスポットが
当たり、事業部門の製品開発に不可欠な人材
が他部門にローテーションされてしまうこと
が予想されるからである。従って、事業部門
は人材を獲られないように囲い込みに走るこ
とが多い。そのため、ICT技術者を可視化す
ることによってどのようなメリットがあるの
かを、事業部門に前もって明示しておく必要
がある。たとえば、「どの事業部門でも足り
ないICTを共有できれば、開発プロジェクト
によりリソースを充当しやすくなる」「事業
部門にとっては人材を獲られるだけではな
く、ローテーションによって逆に、優秀な人
材が流入したり、獲られた人材が一定期間で
戻ってきたりすることもある」など、仕組み
をしっかりと説明しておくのである。

ICT技術者の可視化を進めた後は、技術者
を一カ所に集め、特定の事業に従属した形で
はなく、独立した一つの事業インフラとして
顧客とハードウエアの中間に立たせ、ICTを
活用して顧客の悩みを解決する組織を構築し
ていくのである。

3	 事業の要件定義ができる
	 ICT技術者の育成

野村総合研究所（NRI）がコンサルティン
グサービスを提供している顧客企業からは、
ICTが分かり、事業が分かる人材の欠如を問
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く関与しつつ、企業として事業とICTが分か
る人材育成の仕組みを作り上げていく必要が
ある。
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ないし、事業での提供価値とICTが別々に議
論されてもならない。さらに経営者はこうし
たプロセス価値実現におけるICTの果たすべ
き役割とその重要性を理解し、ICT基盤の構
築を進めていかなければならない。ましてや

「IoTで何かをしろ」といった丸投げ的発想
では、IoTが目的化してしまい、結局何も生
み出されないだろう。

事業開発を実現するためには、経営者も深


